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書評
加藤誠一編『中小企業問題入門』
? ?
充
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本書は，編者である加藤誠ー教授が，はしがきの冒頭においてのべられているように，
「現在，わが国の中小企業が当面している諸問題を重点的に取り上げ，学者と実務家との
共同によって， その問題解決の方向を探ろうという意図のもとに編集され」（はしがき 1
ページ），上梓されたものである。
そもそも，中小企業に関してなんらかの研究をおしすすめようとする際，その本質とは
なにであるか，あるいはそれが有しているところの問題性とはなにであるのか，そして，
そのような問題性は，この本質に根ざして，どのような形態でもって表面化するのである
か，ということが取り上げられねばならないということはいまさらいうまでもないであろ
う。 このように， 一方においては高度の理論的研究態度（本質論）が必要とされると共
に 同時に現実・具体的研究分析態度を具備せねばならない研究分野においては， 「それ
ぞれの専門家」（はしがき 2ペー ジ）が， 「専門別に問題の焦点を明らかに」（はしがき 2
ページ）することは当然要求されねばならないことであるが，この意味において，本書は
まったくもって当を得たものであり，ここに本書の有しているところの第1の特徴がある
といえよう。
そこで，本書の目次とそれぞれの執筆者について列記すれば，それは以下のとおりであ
る。
第I部 中小企業構造の変化
第1章 産業構造の高度化と中小企業の地位の変化ー一加藤誠一-(立教大学教授）
第2章 労働市場と労働条件ー一田沢準一郎（労働省労政局）
第3章金融問題ーー山下邦男(-橋大学助教授）
第 4章税金問題~ 久夫（全国青色申告会総連合事務局長）
第5章下請・系列化 佐藤芳雄（慶応義塾大学助教授）
127 
410 加藤誠一編「中小企業問題入門」 （田中）
第6章流通機構＿長戸毅（中小企業振興事業団調査部）
第I部 中小企業政策とその効果
第7章組織化への道＿稲川宮雄（全国中小企業団体中央会専務理事）
第 8章協業化の成功例••失敗例＿大杉一太（商工組合中央金庫調査部）
第9章独占禁止法と中小企業＿辻吉彦（公正取引委員会事務局）
第10章 中小企業カルテルと物価問題~（青山学院大学助教授）
＇ 第11章 中小企業政策とその問題点ーー加藤誠一
第皿部 中小企業経営のこれからの方向
第12章企業倒産の実態と要因の分析＿清成忠男（中央大学講師）
第13章転業の成功例ーー小林晃（国民金融公庫総務部）
第14章経営合理化のポイント＿中谷道達（中小企業庁指導部）
第15章労務管理＿これからの方向一一吉川昇（労働コンサルタント）
第16章生産管理＿これからの方向＿及川広造（中小企業振興事業団指導部）
第17章 マーケティングの展開方向一一加藤孝（中小企業振興事業団調査部）
第18章輸出戦略のポイントー~岡本昌雄（日本貿易振興会調査部）
第19章 中小企業労働組合の当面する課題ー一加藤誠一
2 
本書の構成は上記目次にみられるように，第1部が構造，第直部が政策，そして，第直
部が経営となっている。
まず，第1部においては， 「昭和30年以降の高度成長段階での日本経済の動向と，その
なかでの中小企業の地位の変化を，労働，金融，税金；下請， 流通の側面から検討」（は
しがき 1ペー ジ）・ されている。そして，第n部と第直部は， これをうけて， 「経済環境の
変化に即応するための中小企業経営の方向」（はしがき 1ページ）を政策的見地より分析し
（第n部）， しかる後に， 中小企業経営の今後のあり方を解明することに焦点をあわせて
いるのである。（第直部）
そこで，本書の展開を重点的に素描してみると，まず第1章においては，戦後の，それ
も昭和30年代のいわゆる「高度成長」の過程，ないしぱ「産業構造の高度化政策」の過程
において，対内問題としては，わが国国民経済に占める中小企業の地位がどのように変化
していったかということを大企業のそれとの比較において分析され，対外問題としては，
国際化の進展が中小企業にあたえる影響について分析されている。
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要するに，「高度成長政策」，なしヽしは「産業構造の高度化」過程において表面化すると
ころの中小企業問題は，生産力と市場との関係における矛盾のシワ寄せとしてとらえられ，
その結果として， 「一方では，一部の成長企業が中小企業のなかから生じながら，他方で
は全体として存立基盤を奪われて淘汰される中小企業が増加するという，中小企業の階層
分解が促進されている実情」 (29ページ）を豊富な現実的資料をともなって明確にされて
いる。そして，このような実情にたいする対策としては， 「国民経済のなかでの中小企業
の役割をもっと評価することが必要」 (29ページ）であると主張されている。
第2章においては，労働力不足の現象がどのようにして中小企業に影響してきているか
ということについてのべられているが，中小企業における労働力不足の激化ー→その寵接
的影響としての賃金の上昇ー→人手節約のための機械化ー→中小企業の分解（発展・成長
中小企業と縮少・低滞中小企業）を惹起せしめるということが問題視され， 「中小企業の
経営は，労働力の側面からもっとも困難な時期に入りつつある。」 (42ページ）と主張され
ている。
第3章においては，金融問題は中小企業経営に関する基本的問題であるのにかかわらず，
中小企業の金融難の実態または本質がなにであるかということが明確にされていないとい
うことから，この面に焦点をあわせ，中小企業の金融難を， (1)資金供給の不十分性， (2)
貸出の不安定性， (3)金融上の差別化，という 3点について考察されている。
‘第4章においては，中小企業の税金問題について，内部的原因と外部的原因との両面か
ら取り上げられている。ここに，内部的原因とは， 「中小企業の経営の不合理， とくに経
理制度の不備と税法知識の欠如という体質の悪さ」を指し，外部的原因とは， 「税負担の
過重， 不公平な税制という納税者をとりまく環境の悪さ」を意味している。 これに加え，
て，税務行政上の問題， 国民全体としての納税思想の低下の問題も存在しているのであ
る。 (55ページ）本章においては，このような問題の事実がまず提起されて分析され，それ
に対応して中小企業にたいする税制改正問題と，新しい租税特別措置の提案が出されてい
る。
さて， 「下請・系列化」の問題は， 中小企業問題のなかにおいてもっとも重要な問題の
一つであるということは周知のとおりであるが，それは，中小企業がなぜ問題とされるの
かといったとき，それが大企業との関連においてとらえられねばならないからである。・
本書の第5章においては，下請・系列化の問題が取り上げられているが，上述の意味に
おいて，「下請・系列化とはなにかということを， まず具体的事例をあげ， そして，•その
実態について鋭く分析が加えられている。
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すなわち，下請・系列化のなにが問題とされるのかということを，大企業との関係にお
いて分析をすすめているのであるが，まず，下請問題については，•本来，それは，一種の
社会的分業であり，両者は相互補完的関係に立つものであるが，大企業の側からみて，そ
れが， (1)資本の節約， (2)危険負担の転嫁， (3)低賃金の間接的利用，というメリット
が存在しているということ，すなわち， 「不等価交換の関係」において大企業の側を支配
者たらしめているところに問題があるのであるということが揖摘される。一方，これにた
いして，中小企業が大企業の下請になる理由は， (1)安定した市場の確保， (2)過当競争
からの逃避， (3)親企業からの援助，というメリットがあるからである。 そのため，大企
業との関係において， 「従属的立場」におかれて， 「対等でない取引関係」を強いられて
も，中小企業側としてはそれに甘んじているのである。ここに下請・系列化の問題が存在
しているのである。
本章においては，このような， 「基本的問題点が具体的・要約的」に記述されたもので
あって，「さらに理論的に，産業構造高度化過程における「社会的分業』の変化，『寡占体
制』における「競争的周囲陣』の編成•利用形態，独占資本による「独占利潤J 獲得の源
泉，などの問題として，より深く考察されねばならないこと」 (86ページ）が付言されて
いる。
第6章における流通機構の問題としては，わが国の従来の流通機構の特質，ことに小零
細企業が多く，非常に立ち遅れたこの部門が，大量生産，大量消費という高度成長過程に
おいてどのように変革していき，この部門でどのような問題が生じてきたかということが
取り上げられていふ
続く第1章から第1章までは，第直部であり，ここでは中小企業政策とその効果につい
て関説されているが，全体としてこれを要約すると，それははしがきにおいてのべられて
いるように， 「中小企業の組織化の意義と限界を明らかにし，協業化については，成功・
失敗事例をつうじて， その成功の要因」が検討されている。ついで，「独占禁止法が中小
企業の環境是正に果たす役割とその効果について検討され，中小企業カルテルの物価上昇
におよぼす影響を寡占企業の管理価格との関係」で論じられている。 さらに， 「高度成長
段階での中小企業政策の基本的な柱になっている中小企業近代化政策，とくに高度化政策
の内容とその理論的前提となる規模理論」とが検討され，これからの施策の方向を探るこ
とに重点がおかれている。（はしがき 1ペー ジ）
すなわち，まず，第1章においては，組織化は中小企業政策の基本的課題であると主張
されているが，これは， わが国の中小企業の特色の一つが， その過小過多性にあり，「組
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織化は，中小企業のこの過小過多性から発生するもろもろの問題を解決するための方策と
して意義がある」 (106ページ）からである。．つまり，中小企業の存続•発展は組織化によ
ってのみ可能であるという観点に立つものといえよう。（山中篤太郎教授の言を借りれば，
「中小企業は組織性によって近代経済社会で国民経済の経営的構造の内部でいわば始めて
『一人前』に近づくのである。」ー山中篤太郎編『中小企業の合理化・組織化ー中小企業
叢書―-VI」昭和33年12月， 49ペー ジ）
＇、 しかしながら， 本章においては， 組織化をめぐって， また問題が生起するということ
ゃ，疇化の限界にまで関説され，要は， 「組織の構成員の理解協力と， これを指導し運
営する人に適材を得るかどうかに帰着する。」 (118ページ）と，執筆者は本章を結んでい
る。．
第8章においては，第1章をうけて，協業化の成功例・失敗例を事例調査資料（商工組
合中央金庫「協業化事例集』）などにもとづいて分析され，解説されている。
第9章，第10章においては，独占禁止法と中小企業，中小企業カルテルと物価問題など
についてのべられている。まず，第9章においては，「独占禁止法は中小企業に対しても，
原則としては，不等な市場独占や経済秩序の不当な撹乱行為を禁止しており，独占禁止政
策は中小企業を特にその保護対象とする政策とはいえない。」 (136ページ）が，このよう
な独占禁止法のいわば経済的制約の側面は，また，その社会的な意義と呼ばれているとこ．
ろの側面によって，経済的弱者である中小企業を保護しているということを，具体的に法
律の規定などに照らしながら紹介されている。
そして，第1瞑tにおいては，独占禁止法の適用外としての中小企業のカルテル行為が物
価上昇の問題に関連しているということから，政府が，中小企業カルテルにたいしても厳
重な態度でもって臨もうとしている（「物価の安定に関する件」一一昭和41年6月22日の
衆議院物価問題等特別委員会における決議や， 「当面の物価等対策に関する主要意見—
昭和41年7月9日の参議院物価等対策特別委員会における決議，など）ことにたいしては
批判的態度を示し， これらの問題よりも， 「寡占企業の価格の硬直化を問題とすべきであ
る。」 (160ページ）と主張されている。
第1章は，以上の章において関説されてきた中小企業政策における問題点について，こ
れらを重点的にしめくくったともいうべき章である。
すなわち，わが国の中小企業政策の中心点は， 「中小企業基本法」においてもうたわれ
ているように，たしかに「近代化政策とくに高度化政策に集中」 (182ページ）されている
が，このような中小企業の近代化政策は，理論的には，「企業規模の適正化」一「最適経営
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規模論」が前提となっているということから，まず，これらの理論的系譜についての要約
とそれへの批判などが簡潔に紹介され，．続いて現実に行なわれている関連法規などについ
て関説されている。このような理論的側面と現実的側面から，中小企業政策の問題点を指
摘し，最低賃金制の確立と社会保障の完全実施こそが中小企業政策の中心的課題であり，
これの実現のためには， 「通産省や中小企業庁だけでなく， 労働省や厚生省をもふくめ，
各省をつうじた全体の政策のなかで考えてこそ実効があるのである。」 (182ペー ジ） と結
ばれている。
さて，第直部の中小企業経営のこれからの方向についてであるが， ここでは， 「個別資
本としての中小企業経営のこれからの方向」が検討されている。
すなわち，まず，第12章においては， 「企業倒産の実態とその要因」が，続いて第13章
においては転業の成功例が， それぞれ実態調査にもとづいて鋭く分析されている。そし
て，これらの分析から「構造的要因の決定的重要性および構造変化への即応の仕方」が検
討されている。
ついで，経営管理（第14章），労務管理（第15章）， 生産管理（第16章）， 販売管理（第
17章）などの側面からみた中小企業経営の欠陥とこれからの方向が明らかにされ， さら
に，「海外市場における販売力強化のための基本的な考え方」．が検討されている。（第18章）
そして，最後に， 「中小企業の労働組合について論じ， 中小企業における争議と組合の
実情およびその性格」が検討されている。（第19章）（はしがき 1~2ペー ジ）
3 
本書の内容について，これを重点的に執筆者の章句などを引用しつつ紹介すれば，およ
そ以上のとおりとなるであろうが，今一度そのなかから本書にみられる特色を若干素描し
て，ここに列挙してみよう。
本書がもつまず第1の特色は，すでにみてきたように，「それぞれの専門家」が「専門
別に問題を明らかに」しているということであり，編者が， 「執筆陣も多彩であり，細部
では執筆者の見解にも若干の不統一のあることはまぬがれない。……全体の統一的把握は
むしろ読者の判断にまちたい。」（はしがき 2~3ページ）と断ってぉられるが，これはま
ったく編者の謙談的章句の一つであり，数多くの， しかも，それぞれ専門別の執筆者によ
って構成される書物が一般的に陥りやすい不統一・不調和という弊はみられない。
また，本書においては，単なる理論的研究，あるいは抽象的理論に終始することなく，
豊富な現実的資料や，実態調査研究結果などに依拠しつつ現状分析が行なわれているため，
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そこにおいて主張されているところの政策論的示唆も読者にたいして説得力を有している
のである。ここに，本書のもつ第2の特色があるといえよう。
第3の特色は，問題の焦点が現段階におけるわが国の国民経済構造との関連においてあ
わされているということである。
したがって，本書をつうじて中小企業問題という場合，それは，一貫して， 「国民経済
9のなかでの中小企業」 (29ページ），すなわち，ただ単に中小企業それ自体が問題としてと
りあげられているのではなく，それを国民経済構造における矛盾的存在として取り上げら
れている。ここに，本書のもつ第4の特色があるのである。
第5の特色としては，それぞれの専門執筆者によって，非常に多岐にわたり，しかも，
かなり繊細なところまでほり下げて関説されているということがあげられる。
第6の特色は，わが国における中小企業政策がただ単に近代化政策・高度化政策に集中
するのみではなく，基本的には，最低賃金制の確立と社会保障の完全実施を目的とした総
合政策でなければならないと主張されている点にある。この主張は，本書の編者である加
藤誠ー教授によって，かねてから先進的西欧諸国との対比においてわが国のこの面でのい
ちじるしい立ち遅れが指摘され，わが国においても早急に採用されるべきであるという主
張が，本書においても再現されて主張されているということである。（加藤誠一著『中小
企業の国際比較」昭和42年3月ーーなお同書にたいする拙書評は，関西大学『経済論集」
第17巻第3号，昭和42年9月に掲載）
そこで，第7の特色としては，それが，ある問題については，ただ単にわが国における
中小企業の場合についてのみならず，必要に応じて諸外国の実例などが引用され，それと
の比較が行なわれているということがあげられるであろう。そして，第8の特色として，
しかももっとも重要な特色としては，本書の構成が，構造ー中小企業をとりまく環境（第
1部)--政策ー政府による中小企業政策（第I部)----+江営ー 中小企業関係当事者の心構
え（第皿部）と，論理的に順を追って，その内容を展開せしめているが，それぞれの執筆
者が問題点を指摘してこれを分析することのみに終ってしまうことなく，いずれにおいて
も，そこから，あるぺき姿を政策的に示唆し，レコメンドしているということをあげねば
• ならないであろう。
さて，以上によって本書の特色がつきるわけではないし，また，編者をはじめ執筆者達
の意図なり主張されたい点を完全に紹介しきったわけでもない。それはまったq評者の本
書にたいする読解力の浅さに帰着されねばならないであろうが，失礼さ・無躾さついでに，
以下において，本書がもつているとおもわれるところの疑問点などについて，これを二，
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三指摘してみよう。
まず第1は， 『中小企業問題入門』という本書の題名からかもし出されるイメージと本
書の内容との関連について生じるとおもわれるところの疑問である。そもそも，中小企業
問題という場合，それがもつところの，あるいはそれが意味するところの本質とは一体な
にであろうか。そして，このことはまた，中小企業そのもの自体の本質に根ざして生じて
いるものとして取り上げられねばならないということについては，いまさらここにいうま
でもないであろうが，このようにみてくると，本書においても，まず，中小企業の本質そ
のものを取り上げることからはじめられる必要があったのではなかろうか。それが，本書
においては，「現在，わが国の中小企業が当面している諸問題」というように，一国の，
ある時点において表面化しているところの．いわば特殊具体的な中小企業問題に限定され
てしまったため，中小企業問題にたいするその本質論的解明は，やはり，手うすになった
感がしないでもない。したがって，本書において，今後の中小企業のあるべき姿が示唆さ
れ，レコメンドされ，それによって当面の中小企業問題が解消されたとしても，それは．
一時的なものにすぎず，そこには本質的問題が残存し，そこからまた新たな問題が生じて
表面化してくるようにおもわれる。中小企業問題とは，まさに，本質—問題一ー政策・
解消—問題，と循環して繰り返されるところにあるのではなかろうか。
第2に，本書の特色が実態調査研究や現実的資料のたまものであり，その点に関しては
まったく読者は率直に傾聴すべきである。しかしながら，資料の量的側面によることのみ
が．あるいはケース・スタディが必ずしもすぺてでないのではなかろうか。たとえば，ゎ
が国の自動車産業が世界で第2位に成長したことを説明する資料として，その生産台数が
あげられているが(6ページ），絶対数量においてはなるほど世界第2位かも知れないが，
その実態は，わが国特有の軽四輪車などの数もその中に含まれているので，質的にははた
して西ドイッ以上のものに値するか否かは疑問として残るであろう。
第3に，本書においては，中小企業の問題（現時点における）解決，ないしは今後のあ
り方については，第Il部の経営の動向においてもっとも重点的にのべられているが，その
限りにおいて，中小企業問題解消のためのキー・ポイントが個別的単位としての中小企業
関係当事者の側にゆだねられてしまう感がしないでもない。換言すれば，中小企業問題に
たいして経営技術的アプローチの方にウエイトがおかれているような感が強いということ
である。中小企業を国民経済構造における矛盾的存在としてとらえる限り，より総合され
た経済学的方法論， したがってその政策論，および，社会政策論などにも依拠されねばな
らないのではなかろうか。
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以上，まったくおもいつきのままに読後感を披源してしまったが，評者の誤読・誤解に
たいして編者はじめ執筆者各位の寛恕のほどを切に乞う次第である。
なお，本書は一連の『有斐閣双書』のうちの一点であり，入門・基礎知識編として上梓
されたものであるが，中小企業問題にたいしてなんらかの学問的興味を有するもの，ある
いは，それへの研究を試みようとする意欲をもつ初、心者にたいしては，その基礎的な足が
かりをあたえてくれるであろうし，また，この分野における研究者，あるいは専門家にた
いしては，それぞれが有しているところの既存知識の整理と一層の深化への手がかりをあ
たえてくれるであろう。このような意味において，本書は，類似の群書のなかにあって珠
玉的存在価値を有しているということを強調して，ここに筆をおくこ．とにする。
（有斐閣，昭和44年3月刊， B6判， _297ペー ジ，.560円）
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